
（参考）会社更生法・民事再生法の適用を受けた場合における申請種別等

※代理人（行政書士）に申請を依頼する場合は、「委任状（行政書士等への申請の委任）」についても提出が必要

申請種別 必要書類 ※ 申請種別 必要書類 申請種別 必要書類

P社が会社更生法の適用を受け、財務内容に変動が
なく、代表者が管財人である弁護士となり、商号又は
名称に更生会社が付与される場合

P社 P社 P社の変更申請

変更申請時の必要書類
登記事項証明書【写】（鮮明なもの）
更生手続開始決定書【写】
（手続する裁判所が発行した鮮明なもの）

P社の変更申請 申請者の履歴事項全部証明書【写】 P社の変更申請

登記事項証明書（発行後3ヶ月以内）
写し可
委任状（様式第5号）＊取引に係る権
限を営業所長等に委任している場合
は必要

パターン①
Q社が民事再生法の適用を受け、代表者が交代した
場合

Q社 Q社 Q社の変更申請

変更申請時の必要書類
登記事項証明書【写】（鮮明なもの）
再生手続開始決定書【写】
（手続する裁判所が発行した鮮明なもの）

Q社の変更申請 申請者の履歴事項全部証明書【写】 Q社の変更申請

登記事項証明書（発行後3ヶ月以内）
写し可
委任状（様式第5号）＊取引に係る権
限を営業所長等に委任している場合
は必要

パターン②
Q社が民事再生法の適用を受けたが、代表者の交代
なく事業を継続する場合

Q社 Q社 申請不要 ー 申請不要 ー 申請不要 ー

※　申請事由、事由の例、申請者、申請前の有資格者、国の申請種別・必要書類については、
　国の物品・役務等の統一資格に係る「申請書記入要項」（令和３年11月版）の記載事項を抜粋

※営業所に入札・契約権限を委任しており、委任状の記載内容に変更が生じる場合は、「委任状（入札・契約等に関する権限の委任）」
　についても提出が必要

 会社更生法

民事
再生法

愛知県（格付なし） 滋賀県（格付なし）

申請事由 事由の例 申請者
申請前の
有資格者

国（統一資格）
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申請事由 事由の例 申請者
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申請種別 必要書類 申請種別 必要書類 申請種別 必要書類 申請種別 必要書類 申請種別 必要書類

P社の変更申請 変更申請時の必要書類 P社の変更申請 変更申請時の必要書類 P社の変更申請 変更申請時の必要書類 P社の変更申請 変更申請時の必要書類
P社の変更申請
【本社（店）情報】

①使用印鑑届
②印鑑証明書（写）
③登記事項証明書（履歴事項全部証
明書）（写）

Q社の変更申請 変更申請時の必要書類 Q社の変更申請 変更申請時の必要書類 Q社の変更申請 変更申請時の必要書類 Q社の変更申請 変更申請時の必要書類
Q社の変更申請
【本社（店）情報】

①使用印鑑届
②印鑑証明書（写）
③登記事項証明書（履歴事項全部証
明書）（写）

申請不要 ー 申請不要 ー 申請不要 申請不要 申請不要 -

山梨県市町村総合事務組合（格付なし）千葉市（格付なし） 盛岡市 町田市 粕屋町（格付なし）
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